


Ⅲ.申請事業

入力数 293 字

入力数 187 字
Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(1)申請事業の概要

設備の購入、事業の実行 2020年11月～12月

生産、販売活動の実施 地域創生事業 2021年1月～8月

事業終了、事業報告 2021年8月

コロナ禍による深刻な打撃を受けた農福連携事業所が、消費市場の変化に対応しつつ、工賃水準の回復、地域ネットワークの拡大、支援対象者の広がりを目指した事業。農業生産・加工・販売を行
うための設備投資等の資金支援を行うのと並行し、農福連携の専門知識を持ち、各地域で農福連携事業を行うコンサルタントの支援を受けることを条件とし、その費用も助成対象とする。これら農
福連携事業者の販路等を拡充するためのインフラの開発を行う事業者も対象とする。POによる伴走支援に農福連携の専門家の支援も併用し、社会のいかなる変化にも対応できる持続可能な農福連
携の担い手を育て、持続可能な地域共生社会の創生へと繋げる。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期
農福連携コンサルタントの選定・契約。コンサルタントは当協会提示の候補リストまたは実行団体候補自身が選出し、審査時に申告。 2020年8月～9月

事業変革計画の策定 コンサルタントによる助言開始 2020年9月～10月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
・コンサルタントの選定の支援
・事前評価の実施及び事業計画の策定支援
・月１回の実施状況の確認と事業実施に関する助言等
・事業の実施状況・取り組み事例の共有に関する情報公開・農福連携セミナー等の研修会の開催等
・農福連携のマッチング支援、販路開拓の支援（随時）

2020年8月～9月

2020年9月～10月

2021年1月～8月

2021年1月～8月

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

農福連携に取り組む団体等が、コロナ禍の深刻な影響を
乗り越え、社会のいかなる変化にも揺るがない、持続可
能な農福連携を生産・加工・販売のインフラを確立し、
地域創生の担い手となること。

・実行団体の障害者等の賃金、平均工
賃等のコロナの影響からの回復度
・農福連携事業所の増加、農業に携わ
る参加利用者数の増加、地域社会との
かかわりの拡大

・事業報告時に工賃関連のデータの
提出を依頼
・数値化できない目標についてはコ
ンサルタント、POによる現地での活
動調査

・コロナ禍の工賃水準から前年同時期
の事業水準への回復。4～7月の売上高
を2019,2020,2021年で比較し、2019年
と同水準以上への回復を目標とする。
従事者数の増加。

2021年8月

(3)申請数確保に向けた工夫
・現在、本協会が実施主体となって農福連携に取り組む事業所への新型コロナウィルスの影響調査のアンケートを行っている。他団体（日本知的障害者福祉協会、全国
社会就労センター協議会等）と連携し、1000法人程度を対象として回答を依頼しており、これらの事業者に対して実行団体の公募を行う予定。
・上記のアンケート結果を分析し、コロナ対策のマニュアルと合わせ、フィードバックを行う予定。

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

外部委員を主体とした選考委員会を編成。内部委員の人数は最大３分の1程度とする。 に選考審査等での助言を依頼中。全国組織をもつ障害者団体の地
域拠点等の協力を得て、審査のための情報を収集する。手厚い審査体制により実行団体の採択数を大きくし、支援の裾野を広げる。
審査は1次選考で予定団体数の1.5倍程度の団体を選考し、複数名による現地でのヒアリングでの2次選考を実施する。

(1)メンバー構成と各メンバーの役割
プログラムオフィサー1名、選考委員会（外部委員を中心とし、１０名程度で構成。内部委員の人数は３分の１以下とする。）、本協会事務局2名（事務局支
援員3名）

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態
コロナ禍により深刻な打撃を被った農福連携事業者が農業生産・加工・販売を行う持続可能な農福連携を確立し、その経営が経済活動として発展する。障がい者だけでなく、社会的に弱い立場にあ
る多様な人々を農福連携を通じて社会に繋げ、地域の農業の担い手として持続可能な社会、地域の創生という中長期の目標へと進み始める。支援を行ったコンサルタントも、地域の農福連携を担う
中核的な存在となる。

(1)採択予定実行団体数 20団体~50団体程度 (２) １実行団体当たり助成金額
200万円～2000万円（事業規模の小さな事業所も取り残
さない支援とするため、助成金額に幅を持たせる）

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）
を受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制 と助成事業に関する助言について協議中。全国ネットワークを持つ他団体による、各地域での伴走支援での協力を検討中。

(3)想定されるリスクと管理体制 休眠預金の資金使途に関する不正（審査段階、実行段階）：PO及び専門家が帯同しての現地調査を選考審査時及び事業開始後に実施する。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無
①コロナウイルス感染症に係る事業

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
①農林水産省 農福連携等推進会議 役員2名が委員
②農林水産省 農福連携等応援コンソーシアム 理事2名、顧問１名が委員
③農林水産省水産政策研究所 農福連携の効果定量化手法に関する研究 理事1名が委員
④「障がい者就農を促進するモデル地域の創出、普及・推進を図る事業」（赤い羽根助成事業）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予
定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

無し（ 様と助成事業に関する助言等の協力について協議中）




